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フラグメンテーションの軌道とその変遷
レントの有効性と限界
渡 辺 正
要 旨
本稿の目的は, レントの役割に着目しながら, フラグメンテーションの取引形
態の変動プロセス, およびその変動から構成されるフラグメンテーションの軌道
を長期的な観点から明示することにある｡ フラグメンテーションとレントの関係
については, これまでほとんど研究されていない｡
本稿の分析から得られた結論は, 以下のようにまとめることができる｡ 
年代から年代の東アジア諸国において, フラグメンテーションの取引形態
は, おおよそ一定の規則性を持ちながら変動した｡ また, フラグメンテーション
の取引形態が変動する各局面では, 輸出加工区の企業と現地企業の双方に付与さ
れたレントが重要な役割を果たした｡
年代以降, 東アジアの経済統合が実物面と制度面の両方で進み, 東アジ
ア地域主義が台頭した｡ これを受けて, アウトソーシングの活発化と多様化が起
こったことから, フラグメンテーションの軌道は大きく変容した｡ また, 東アジ
ア地域主義の台頭に伴い, 現地政府は, 外資系企業にレントを選択的に付与する
のと引き換えに何らかのパフォーマンスを要求する従来のやり方では, 外資系企
業の動きをうまくコントロールできなくなった｡
はじめに
年頃からフラグメンテーション (	
) という経済現象が, 東アジアで多く
観察されるようになった｡ フラグメンテーションは ｢もともとか所で行われていた生産活動
を複数の生産ブロック (：) に分解し, それぞれの活動に適した立地条件
のところに分散立地させること｣ と定義される (木村 [])｡ このフラグメンテーションが
増加している理由は, サービス・リンク・コスト () が下がったことに
あり, このことはグローバル化のつの帰結であると考えられている｡ とは, 分解された
を接続する追加的サービスにかかる費用のことである｡ 実際には, 年以前にもフラグ
― !―
メンテーションは行われていた｡ その当時のは現在よりもはるかに高かったものの, その
高いは, フラグメンテーション受入国の政府が外資系企業にレント () あるいは超過
利潤を与えることによって, おおよそ解消された｡ 	年以前のフラグメンテーションがど
のようなプロセスを経て現在のモード (
) に至っているのかについては, ほとんど研究さ
れていない｡ そこで, 本稿では, フラグメンテーションの取引形態がどのような要因で, どの
ように変動し現在のモードに至っているのかを, 長期的な観点から解明することを試みた｡
本稿の目的は, レントの役割に着目しながら, フラグメンテーションの取引形態の変動プロ
セス, および取引形態の変動から構成されるフラグメンテーションの軌道を長期的な観点から
明示することにある｡
本稿の構成は次の通りである｡ 第節ではの低下要因について検討するとともにが
低下し続けていることを経済データから確認する｡ その後, レントもの低い立地を人為的
に作り出しうることについて論議する｡ 第節では	年代から	年代の東アジアの主要
な輸出加工区を分析対象にして, レントの役割に着目しながら, フラグメンテーションの取引
形態の変動プロセス, 並びにフラグメンテーションの軌道を明示する｡ 第節では	年代
以降, 東アジア地域主義が台頭していることから, フラグメンテーションの軌道が変容したこ
とを明らかにする｡ また, 東アジア地域主義の台頭に伴い, レント政策の有効性が低下したこ
とを指摘する｡ そして, ｢おわりに｣ で本稿の結論を提示する｡
第節 の低下要因
 先行研究
の低下要因については, 小島 [		] が手際よくまとめている｡ この研究によると, ①
運送費の逓減, ② 通信費の低下, ③ 制度の改善, これらつのルートから, は軽減され
る｡ 以下ではこれらのルートを検討することにしよう｡
つ目のルートは, 運送費の逓減である｡ 小島 [		] は, 世紀末の鉄道と蒸気鉄船の出
現, および第一次世界大戦後からの自動車と航空機の普及によって, 運送費が費用と時間の両
面で大幅に低下したことを指摘している｡ また, 	年代中頃からのコンテナ物流の普及と
それに基づく技術革新も, 物流活動の効率化に大きく寄与したと考えられる (浜口 [		])｡
つ目のルートは, 通信費の低下である｡ 	年代のアメリカではじまった(

) 革命あるいは(


) 革命はビジネス活
動の効率化に大きく寄与した｡ の導入は, 製品開発, 部品調達, 生産, 在庫管理, 顧客
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管理などの効率化と質の向上をもたらした｡ また, 革命それ自体が, 巨大な規模の経済
を生み出し, 情報伝達費用の著しい低下を招いた (小島 [])｡
運送費と通信費の低下は, 現実の経済データからも見て取れる｡ 図－は, 導入当初の水
準をとした場合の輸送・コミュニケーションコストの時系列的な変化を示している｡ この
図を見ると, これらのコストが確実に低下したことを読み取れる｡ もっというと, 輸送費 (海
上運賃・航空運賃)が	年以降下げ止まっている一方で, コミュニケーションコスト (国際
電話・衛星通信使用料)は着実に下がっている｡
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注意それぞれの初期コストをとした｡
出所[] の
を引用｡
図－ 輸送費とコミュニケーションコスト
表－ 平均関税率の推移 (非加重％)
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注意グループは世界銀行の定義である｡
出所石田 [] の表を引用｡
つ目のルートは, 制度の改善である｡ 制度の改善とは, 国境を超えるヒト, モノ, カネ,
サービスの移動に対する障壁の軽減ないし撤廃である｡ 小島 [] は, 関税・非関税の貿易
障壁の軽減・撤廃に加えて, 資金, 経営資源, およびヒトの国際的移動の自由化が促進されな
ければならないこと, さらに企業経営や市場競争の在り方, 金融制度, 企業や市場の国家によ
る統治の方策などの諸制度を国際標準に沿うよう改革する (	) のが望ましいことを述べ
ている｡
制度の改善がなされていることは, 経済データから読み取れる｡ 表
－
は平均関税率の推
移を示したものである｡ この表から低所得国と中所得国の関税が大幅に下がっていることを確
認できる｡ このことは, 発展途上国を巻き込みながら, およびのラウンドを積
み重ねることによって, 関税が引き下げられてきたことを示唆している｡ ただし, で扱
う交渉項目はサービス・投資・知的財産権の分野などにも及び, 以前よりも広範になっている
ので, 実際にはラウンドの取り決めを通じて, 非関税障壁の軽減・撤廃も起こっていると考え
られる｡ つまり, ラウンドの取り決めは関税の引き下げ以外の制度の改善にも寄与している｡
また, [] は, が算出した製品市場規制指標を
年と年で比
較し, 全加盟国においてその指標の値が減少していることを明示している｡ すなわち,
製品市場の規制緩和が進んでいることを見て取れる｡ 加えて, 後でも言及するが, 年以
降に東アジアで自由貿易協定 () や経済連携協定 ()
) の締結が急増していることも,
制度の改善に寄与していると考えられる｡
これまでの論議から, 上記のルートを通じて, 国際取引への障壁が軽減し, が大幅に
下がっていることを確認できた｡ このの低下を受けて, 企業活動のグローバル化 (特に,
フラグメンテーション)が進展したのである｡
 レント
が現在よりもはるかに高い
 年代や
!年代にも, フラグメンテーションは行われ
ていた｡ これについては, 輸出加工区 ("##$%%&'(%) の貢献が大きかったと考え
られる｡ 本稿では, 
 年代から
!年代にかけて東アジアで設立された従来の輸出加工区
を論議の主な対象とするので, 輸出加工区と同様の機能を持つ地域は多様化しているものの,
それらをすべて含むよう広いコンセプトの輸出加工区を用いる必要はない｡ そこで, 輸出加工
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) は, 締結国間の関税その他の制限的通商規制等の撤廃を内容とする協定を指し, は,
の要素に市場制度や経済活動の一体化のための取組も含む対象分野の幅広い協定を指す (経済産
業省 [
])｡
区を [	
] に従って ｢一国の関税及び貿易制度における自由貿易の飛び地
() をつくり, そこで主に輸出向けの生産を行っている外国製造業企業が一定の財政的
金融的奨励策から便益を得ている, 明瞭な輪郭を持つ工業団地｣ と従来通りに定義する)｡
輸出加工区内の企業には, 生産した全製品あるいはその大半を輸出することが義務づけられ
ている反面, 数多くの優遇措置) が与えられている｡ 輸出加工区内の企業が原材料, 資本財,
部品・中間財を輸入する場合, 関税が免除あるいは減免される｡ ただし, これについては, 輸
出加工区内の企業が全輸入品を輸出製品の生産に用いることが条件となる｡ また, 輸出加工区
内の企業については, 法人税と所得税が減免される｡ そして, これら以外にも, 輸出貸出の優
先的な割当, 行政手続きの簡素化・一元化, 争議行為の禁止などの優遇措置が, 輸出加工区内
の企業に付与されている｡
これらの優遇措置は, 既述したつのルートでいえば制度の改善と比較的近い効果を持ち,
事実上を大幅に引き下げた｡ すなわち, 発展途上国の中で輸出加工区のみが孤立して
の低い立地となった｡ その結果として, 	
年代や	
年代であっても, 外資系企業は発展
途上国の輸出加工区に進出できたのである｡
ところで, 輸出加工区内の企業が享受する多くの優遇措置は, それらをひとまとめにしてレ
ントと解釈することもできる｡ 経済学のレントは超過利潤, あるいは超過所得の意味で用いら
れることが多い｡ もしくは, (必ずしも厳密とは言えないが) ある意味で正常な水準を上回る
所得のことを指すと考えてもよい ([])｡ ここで, 輸出加工区の内と外
に分かれて, まったく同じ条件下で生産活動を行う外資系企業を想定しよう｡ 当然のことなが
ら, 輸出加工区内の企業は優遇措置の分だけ輸出加工区外の企業よりも高い所得を得ることが
できる｡ この差額が正常な水準を上回る所得であり, レントである｡ したがって, 既述した
つのルートだけでなく, レントもを下げる	つの要因であると考えられる｡
以上のことから, 輸出加工区の優遇措置, すなわちレントのおかげでが高い	
年代
や	
年代であっても, 外資系企業はフラグメンテーションを実行できたと考えられる｡
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) 輸出加工区と同様の機能を持った地域には, 多くの定義と名称が存在する｡ これについても
 [	
] が参考になる｡
) 優遇措置の記述については, 近藤 [	

] に依拠するところが大きい｡
第節 フラグメンテーションの軌道 (年代から年代)
 フラグメンテーションの取引形態と技術移転
ここでは, これ以降の論議の準備として, はじめに, フラグメンテーションの取引形態の
類型と輸出加工区の企業から現地企業への技術移転の三段階について説明し, その後, 両者の
対応関係について簡単に述べる｡
フラグメンテーションの取引形態の類型については, 	
	[] によって
提唱された二次元のフラグメンテーションが手がかりを与えてくれる｡ このフラグメンテーショ
ンは企業の統制という要素を従来のフラグメンテーションに追加したものであり, これによる
と, フラグメンテーションの取引形態は, 国内・企業内フラグメンテーション, 国際的・企業
内フラグメンテーション, 国内・企業間フラグメンテーション, 国際的・企業間フラグメンテー
ションのつに類型化される｡ 以下では, 図－を用いてこれらの取引形態を検討すること
にしよう｡
図の原点は, フラグメンテーションを行う前の企業の立地を表わすものとする｡ そこからフ
ラグメンテーションによって, 生産ブロック () が移動する状況を想定しよう｡ 二次元空間
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注意①～③は, フラグメンテーションの取引形態が変動する順序を表している｡
出所	
	[] のに加筆修正をして作成｡
図－ フラグメンテーションの軌道
国内・企業間
フラグメンテーション
③ 国際的・企業間
フラグメンテーション
国際的・企業内
フラグメンテーション
国内・企業内
フラグメンテーション
②
①
ディスインテグレーション
企業の境界
原点
国境
ディスタンス
の横軸 (ディスタンス) は, を地理的な意味で遠くに立地させるタイプのフラグメンテー
ションを表している｡ フラグメンテーションが国境を越えなければ国内のフラグメンテーショ
ン, 国境を越えると国際的フラグメンテーションである｡ を地理的に遠くに立地させるほ
ど, 強い立地の優位性を内の生産コスト低減に利用できる反面, は上昇する｡
縦軸 (ディスインテグレーション) は, を企業内に留めることをやめて他の企業に任せ
るという意味でのフラグメンテーションを表している｡ 自社内の別の事業所や子会社・合併企
業に仕事を任せるケースであれば, 企業の境界を越えないので企業内フラグメンテーションと
なる｡ これに対して, 下請・協力会社への委託・外注, 各種アウトソーシングを行うケースで
あれば, 企業の境界を越えるので企業間フラグメンテーションとなる｡ を他の企業に任せ
ると, 非効率な内部化を避けて自らの得意な分野に特化できると同時に他企業の強みを自社の
生産活動に活用できる｡ その一方で, ディスインテグレーションの度合いが強まるほど, 資本
関係が希薄となることから経営コントロール (企業の統制)が効きにくくなり, 取引費用が高
まることを通じては増加する｡
ディスタンスとディスインテグレーションの次元のフラグメンテーションを組み合わせるこ
とによって, フラグメンテーションの取引形態は図－のつに類型化される｡
輸出加工区の企業から現地企業への技術移転については, 近藤 [] が参考になる｡ 近藤
はアジアの主要な輸出加工区において, どのような技術移転が観察されたかを検証するべく技
術移転を三段階に分けている)｡ 第一段階は, 技術移転が輸出加工区の内部に留まるケースで
ある｡ このケースでは, 外資系企業が輸出加工区内の工場で従業員の研修や訓練を行い, 新し
い技能や経営ノウハウを身につけさせることが想定されている｡ 第二段階は, 技術移転が輸出
加工区の外部に波及するものの, このことによって育成された地場産業が外資系企業の下請け
段階に留まるケースである｡ そして, 最後の第三段階は, 技術移転が輸出加工区の外部で広範
に波及し, 地場産業が下請け企業以上に発展するケースである｡ 第二段階と第三段階では, 外
資系企業が輸出加工区外の企業に対して技術指導を行うこと, 輸出加工区内で新しい技能や経
営ノウハウを習得した従業員が輸出加工区外の企業に転職したり新しく企業を設立したりする
こと, 輸出加工区内の合弁企業の現地パートナーが輸出加工区外で独自に事業を営みはじめる
こと, が想定されている	)｡
結論的にいうと, フラグメンテーションの取引形態の変動と技術移転の間には, 因果関係を
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) 近藤 [] は, 輸出加工区の企業から現地企業への技術移転をまず二段階に区別し, その後, 第
二段階の技術移転をつに分けるという手順を踏んでいる｡
	) 第二段階と第三段階は, 技術移転がどの程度広範に波及したかで区別され, 技術移転の経路自体は
両段階において同じものとなる｡
見出すことができる｡ 因果関係の組み合わせは, 国際的・企業内フラグメンテーションと技術
移転の第一段階, 国内・企業間フラグメンテーションと第二段階, および国際的・企業間フラ
グメンテーションと第三段階となる｡ そして, これらの取引形態の変動をまとめると, フラグ
メンテーションの軌道をおおよそ図－の矢印で示されているように描くことができる｡ 以
下では, フラグメンテーションの取引形態と技術移転の段階との因果を含む対応関係について,
詳細な分析を行うことにしよう｡
 国際的・企業内フラグメンテーション
第節で説明したように, 年代から年代にかけて, 外資系企業は輸出加工区のレ
ントのおかげで発展途上国に進出できた｡ 輸出加工区の外資系企業の目的は, 発展途上国の安
価な労働力を用いて, 内の生産コストを低減すること, および価格と品質の両面で国際競
争力を持つ製品を生産することにあった｡ したがって, 東アジアで輸出加工区が設置された初
期には, 繊維の縫製加工や電機機器の中間部品の組み立てなどの労働集約的な生産工程が輸出
加工区に進出した｡ これらは, いうまでもなく典型的な国際的フラグメンテーションである｡
また, 初期の段階では, 輸出加工区と地場産業のリンケージは皆無に等しく, 輸出加工区はほ
ぼ完全な飛び地であった｡ そのため, 輸出加工区の外資系企業に企業内分業を行う以外の選択
肢はなかった｡ 以上の理由から, 初期の段階において, 輸出加工区の外資系企業は, 国際的・
企業内フラグメンテーションという形態で生産を実行したのである｡
そして, 輸出加工区の外資系企業は進出直後から, 既述した第一段階の技術移転を進めなけ
ればならなかった｡ なぜなら, 研修や訓練などの様々な方法を用いて, 現地従業員に技術を伝
授することは, 輸出加工区の外資系企業が現地生産を円滑に展開するうえで必要不可欠であっ
たからである｡ この技術移転の成果は外資系企業の生産効率性の上昇に寄与することから, 主
として外資系企業の側に技術移転を推進するインセンティブがあった (近藤 [])｡ この第
一段階の技術移転については, ほとんどの輸出加工区で一定の成果をあげたと考えられる｡ 輸
出加工区の主要生産工程が労働集約的であることから, 現地の従業員は単純労働に従事するこ
とになり, 技術移転はほとんど起こり得ないという批判が存在する｡ しかしながら, 輸出加工
区では国際競争力を持つ製品を生産することが要件とされるため, 単純作業の反復であっても,
規格化と標準化の徹底による品質管理とそれを実現するための経営管理のノウハウが厳しく求
められるので, これらのノウハウは現地の従業員に必ず伝授される) (藤森 [	
])｡
渡 辺 正
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) 発展途上国が輸出加工区を設置した目的は, 国や時代によって多様であるものの, 初期の目的は,
ここでの論議をまとめると以下のようになる｡ 輸出加工区のレントのおかげで, 外資系企業
は, 国際的・企業内フラグメンテーションを実行し輸出加工区に進出できた｡ そして, このこ
とが第一段階の技術移転を即座に引き起こした｡
 国内・企業間フラグメンテーション
発展途上国が外資系企業に依存しない自立的・安定的な経済発展を遂げるには, 輸出加工区
を設置した初期の目的, すなわち外資導入による雇用の増大, 輸出の拡大による外貨獲得を達
成しただけでは不十分であり, 現地の基盤産業の育成と自前の技術水準の向上が重要な次の課
題となる｡ これらの課題を実現するべく受入国では, 既述した第二段階の技術移転を進め, 輸
出加工区と地場産業のリンケージ) を構築するという試みがなされた｡ これらの試みが成功
すると, それまで輸入に依存していた原材料, 部品・中間財, その他の資材が現地企業によっ
て供給されるようになったり, 輸出加工区の外資系企業が内製していた生産工程を現地企業に
委託・外注するようになったりすると考えられる｡ つまり, 輸出加工区の外資系企業の現地調
達比率が上昇することになる｡ 現地調達比率の上昇は, 輸出加工区の外資系企業にもコスト削
減, 景気変動の調整弁, 労働者争議の対策というメリットをもたらしうる (近藤 [])｡
また, リンケージが構築されると, 輸出加工区の外資系企業と現地企業が受入国内で取引を
開始するので, 国内・企業間フラグメンテーションが行われる｡ すなわち, 第二段階の技術移
転が国内・企業間フラグメンテーションを引き起こすのである｡
ただし, 東アジアの中で, 実際にリンケージの構築を通じて現地調達比率の引き上げに成功
したのは, 韓国と台湾のみであった)｡ 東アジアの主要な輸出加工区の大半が, この段階に到
達できなかったのである｡ 初期の目的については相当な成果をあげたマレーシアのペナン輸出
加工区であっても, その現地調達比率は年から年の間％であり, まったく上昇
していない (近藤 [])｡
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外資導入による雇用の増大, 並びに輸出の拡大による外貨獲得にあった｡ これらの目的を達成する条
件は, 受入国の①政治的安定, ②マクロ経済の安定, ③治安の安定であった｡ アジアの主要な輸出
加工区はこれらの条件をおおよそ満たしていたので, 初期の目的を達成できた｡ これらの見解は研究
者の間で大方一致している (例えば, 鐡 [		], 藤森 [
])｡ これらの見解において, 第一段階の
技術移転がないにもかかわらず, 初期の目的 (特に, 雇用の増大と輸出の拡大)が達成されるとは考え
にくい｡ つまり, アジアの主要な輸出加工区が初期の目的を達成できたことは, これらの輸出加工区
で第一段階の技術移転が一定の成果をあげたことを示唆するものであると考えられる｡
) 以下でのリンケージとは後方連関 (
) を意味する｡
) 東アジアの外でいえば, アイルランドがリンケージの構築に成功したと評価されている (
[])｡
藤森 [] によると, 現地調達比率の引き上げを実現するには, 規格化ないし標準化の
徹底により, 国際価格よりも安くかつ安定的に原材料や部品・中間財が供給されなければなら
ない｡ しかしながら, これらの条件を満たすような技術を有する現地企業は, 受入国にほとん
ど存在しなかった｡ その理由を鐡 [] は次のように述べている｡ 一部の例外を除いて, 輸
出加工区で作られた製品の大部分は輸出されていたので, 現地企業は競争にさらされることが
なかった｡ そのため, 現地企業は技術水準の向上に力を注がなかった｡ また, 輸出加工区の外
資系企業が必要とする中間財などは, それまでに国内では需要されることのなかったものであっ
た (鐡 [])｡ そして, 近藤 [] も年代の韓国と台湾以外のアジア諸国では, 地場
の中小企業が育っておらず, なおかつ労働集約産業でさえ未発達であったことから, 外資系企
業が技術指導をするべき相手すら存在しなかったことを指摘している｡ マレーシアで基盤産業
がなかなか育たない重要な理由のつは, 年代までの国家戦略が外国企業と大企業を対
象としたものであり, 中小企業の育成に関心がなかったことにあった (近藤 [])｡
一方, 台湾の輸出加工区の現地調達比率は, 年の％程度から年には約	％にま
で達した)｡ 韓国の馬山輸出加工区の現地調達比率は, 設立当初の年代初頭においては
ほとんど％であったが, 年には
％にまで上昇した)｡ 両国には, 他の東アジア諸国
と異なり, 輸出加工区の外資系企業の技術移転の受け皿が存在した｡ 年代以降, 繊維を
中心とする労働集約的な産業がある程度発展していた｡ 加えて, 両国では一般国民の教育水準
が非常に高いことから, 他の東アジア諸国よりも人的資源に恵まれていた｡
しかしながら, 輸出加工区はもともと飛び地であることから, 技術移転の受け皿が存在する
だけでリンケージが構築されるわけではない｡ リンケージの構築には, 現地政府の強力な政策
的支援が必要不可欠となる｡ [] は, リンケージの構築に成功した台湾, 韓
国, アイルランドには, 共通の要素があったことを指摘している｡
①行政当局は, 輸出志向型の経済発展を自国がとる開発戦略として明確に位置づけた｡
②行政当局は, 輸出加工区に原材料や部品・中間財を供給する現地企業がそれらの生産に用い
る中間投入の購入に対して, 関税の払い戻しを行った｡
③輸出加工区の外資系企業が現地企業の製品やサービスの購入を控える理由は, 品質の低さと
納期の不安定さにあった｡ これらの弱点を解消するべく, 行政当局は輸出加工区に原材料や部
品・中間財を供給する可能性を持つ現地企業に対して, 人材育成の支援や技術的援助を行った｡
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) この段落の論議は近藤 [] による｡
) 呉 [	] も馬山輸出加工区において, 外貨獲得額に占める現地調達の割合が年から年に
かけてほぼ一貫して増加していることを指摘している｡
これらつのことは, 現地企業が輸出加工区に原材料や部品・中間財を供給するインセンティ
ブを強め, リンケージの構築に寄与した｡
ところで, ②と③については, 行政当局が現地企業と輸出加工区の外資系企業の双方にレン
トを付与したと解釈することもできる｡ なぜなら, 他の条件をすべて同じにした場合, ②と③
の優遇措置を受けられる現地企業はそれらを受けられない現地企業よりも高い所得を得ること
ができ, その差額がレントとなるからである｡ ここでの現地企業が直接的にレントを受け取っ
ているのに対して, 輸出加工区の外資系企業はこの現地企業と取引を行うことから, 間接的に
レントを獲得しているといえる)｡
そして, ①のことは, レントの効果を高めるための制度変更, 並びに制度構築であると見る
こともできる｡ というのは, 行政当局が輸出志向型の経済発展を開発戦略としてとると標榜し
ない場合, 標榜するケースと比べて, 現地企業の輸出加工区に対するインセンティブが低下す
るので, ②と③のレントの効果は間違いなく弱まってしまうからである｡ こういった見方をす
ると, 共通の要素の中で最も重要なのは①となる)｡
興味深い事例は, 馬山輸出加工区の制度構築である｡ 同輸出加工区では, 従来, 制限された
地域内ですべての生産工程を終了させることが義務づけられていた｡ しかし, 年に域外
加工制度 (	
) が配置されたことによって, 同輸出加工区の企業が生産工
程の一部分を域外の企業に委託・外注することが可能になった｡ これを受けて, 同輸出加工区
の域外加工は, 年代半ばから年代後半までの間, おおよそ一貫して増加し続けた｡ 域
外加工制度の積極的な活用は, 同輸出加工区の輸出拡大と域外加工受託企業の雇用創出をもた
らした (呉 [])｡ したがって, 域外加工制度は, 現地企業が同輸出加工区に原材料や部品・
中間財を供給する強いインセンティブを生み出したと同時に, ②と③のレントの効果を高める
ことに寄与したと考えられる｡
ここでの論議は以下のように整理できる｡ 韓国と台湾では, 現地政府が輸出加工区の外資系
企業と現地企業の双方に多くのレントを付与するとともに, それらのレントの効果を高めるよ
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) ただし, リンケージの構築に際して, 輸出加工区の外資系企業が直接的にレントを受け取っている
可能性も十分にある｡ 韓国の馬山輸出加工区では, 現地政府が輸出能力を確実に持つ外資系企業に誘
致対象を絞ったり, 現地企業が原材料や部品・中間財を供給できるように業種を選択したりした (呉
[])｡ ここで選ばれた外資系企業は, 何らかのレントを現地政府から直接的に受け取っていた可能
性が高いといえる｡ そのレントは, 受入国にとって都合のよい外資系企業のみを輸出加工区に進出さ
せるためのものである｡ そして, これらと同じようなことは台湾でも行われていたと推測される｡ と
いうのは, 台湾では年代以降, 輸出加工区内で産業構造の段階的な高度化が観察されているから
である (石田 [])｡
) 鐡 [] もこれとほぼ同様のことを指摘している｡
うな制度構築を行った｡ これらのことは, 第二段階の技術移転を促し, リンケージの構築に寄
与した｡ その結果, 輸出加工区の外資系企業と現地企業の間に, 国内・企業間フラグメンテー
ションが起こったのである｡
 国際的・企業間フラグメンテーション
台湾と韓国はともにリンケージの構築について一定の成果をあげたものの, その拡がりには
格差があった｡ 台湾では, リンケージの成果が広範に拡がり, 地場産業が外資系企業の下請け
以上に発展した)｡ そして, このことは今日の情報機器産業の発展に結びついている｡ 一方,
韓国では輸出加工区を通じた地場産業の発展は外資系企業の下請け段階に留まり, それ以上の
広範な拡がりはほとんど観察されなかった (近藤 [])｡ したがって, 技術移転の第三段階
に到達したのは台湾のみであった｡
以下では, リンケージの成果が韓国よりも台湾で広範に拡がった原因を検討することにしよ
う｡ 台湾の中小企業の層は韓国のそれよりももともと厚く, 技術移転の受け皿が充実していた｡
ここでの ｢層が厚い｣ とは, 高い専門性を持った多様な中間財企業の存在を意味する｡ この当
時, 台湾経済の中心的な役割を担ったのも, 輸出志向的な中小企業であった｡ 加えて, 台湾で
は年代以降, 輸出加工区の進出企業に占める合弁企業の比重が高まっている｡ 表－は,
台湾の輸出加工区への投資額の推移を示したものである｡ これを見ると, 年代以降, 合
資と国内資本の投資が増加傾向にあるとともに, 外資 (外国資本) の投資が減少傾向にあるこ
とを読み取れる｡ これらのことから, 合弁企業の比重が高まっていると考えられる｡ 合弁企業
のケースでは, 現地のパートナー企業が企業経営に％外資のケースよりも深く関与できる
渡 辺 正
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表－ 台湾の輸出加工区への投資額の推移
(単位％・万ドル・社)
年度 国内資本 華僑資本 外国資本 合資 投資額合計 (％) 件数
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注意合資とは国内資本と華僑資本と外国資本の合弁である｡
出所石田 [] の表を抜粋｡
) 輸出加工区外に進出した外資系企業からの技術移転も起こったが, この時期の外資系企業の受け入
れは, 輸出加工区が中心であった (朽木 [])｡
ので, 簡易な製造技術に留まることなく高度な生産技術や経営ノウハウの移転も起こりうる｡
すなわち, 技術移転の内容が高度化するのである｡ したがって, 輸出加工区における合弁企業
の比重の高まりは, 現地企業が高度な内容の技術移転を受けていること, およびその拡がりが
期待できることを示唆している｡ このように, 台湾の技術発展は外資系企業からの新技術の導
入に大きく依存し, これが拡散することを通じて, 台湾は経済発展を遂げることができた｡ 台
湾の外資導入金額は, 韓国のそれをはるかに上回った｡
また, 台湾は, 技術移転の第三段階を通じて, 契約や国際下請けを行えるレベルに技
術能力を向上させた｡ や国際下請けは, 国際的・企業間フラグメンテーションに該当す
るものである｡ 劉 [] は, 年の電子製品輸出の％が輸出であり, 履物, スポー
ツ用品, 手芸品の輸出ではさらに高い割合が輸出であったことを明らかにしている｡ こ
れらの数値から, 年代半ばの台湾では, 国際的・企業間フラグメンテーションが活発に
起こっていたことを読み取れる｡
次に, リンケージの成果が韓国でそれほど拡がらなかった原因を検討することにしよう｡ 韓
国政府は経済発展や技術導入において, 外資系企業に依存することを好ましく思っていなかっ
た｡ 外資系企業の影響はできる限り排除するという工業化戦略がとられ, 企業経営においても
民族主義が強調された｡ そのため, 韓国の技術導入は, 直接投資や外国からのライセンシング
の獲得よりも, 財閥系の大企業を中心に据え, ターンキー方式の工場あるいは資本財輸入を通
じてなされた (	
[])｡ そして, これらの大企業が最終組立と中核部品の生産を行い,
中小企業は周辺部品の下請けを担うという生産体制が主としてとられた｡ 以上のことから, リ
ンケージの成果は韓国で台湾ほどに拡がらなかった｡ 結果として, 韓国の産業政策では, 輸出
加工区は大きな役割を果たさず, 韓国経済発展の原動力とはならなかった｡ このことは, 台湾
の輸出加工区と対照的であった｡
ただし, 韓国でも台湾と同様にや国際下請けの生産を通じて, 国際的・企業間フラグ
メンテーションが起こった｡ 平川 [] によると, 年の家電部門の輸出に占める
の輸出シェアはカラーテレビが％, が％, 電子レンジが％, 冷蔵庫では
％, 洗濯機では％, オーディオが％であった｡ これらの数値は, この時期に国際的・
企業間フラグメンテーションが活発になされていたことを示唆している｡ また, 繰り返しにな
るが韓国では輸出志向型の開発戦略がとられていたため, 製品輸出や技術導入を行う企業に対
しては, 資金調達や関税などの面で優遇措置, すなわちレントが与えられた｡
ここでの論議をまとめると次のようになる｡ 台湾と韓国では契約や国際下請けを通じ
て, 国際的・企業間フラグメンテーションが起こった｡ ただし, 国内産業が外国企業とこれら
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の取引を行えるまでに技術能力を高めた経路は, 両国の間で異なる｡ 台湾は技術移転の第三段
階を通じて技術能力を向上させた｡ これに対して, 韓国は財閥系の大企業を中心に据え, ター
ンキー方式の工場あるいは資本財輸入を通じて, 技術能力を獲得した｡ この相違は両国の工業
化戦略の違いに起因するものであり, 韓国よりも台湾において, リンケージの成果を拡散・強
化するべくレントを付与したりレントの効果を高めたりする社会経済環境が整備されていた｡
そして, 本節の論議から導かれた結論は以下の通りである｡ 年代から年代の東ア
ジア諸国においては, フラグメンテーションの取引形態が変動する各局面で, 輸出加工区の企
業と現地企業の双方に付与されたレントが重要な役割を果たした｡ 見方をかえると, レントの
おかげでフラグメンテーションは次の局面に進むことができた｡ ただし, この当時のが高
かったこと, および地場の中小企業が十分に育っていなかったことから, 外資系企業はフラグ
メンテーションの取引形態を一段階ずつグレードアップしていかざるを得なかった｡ その結果
として, フラグメンテーションの取引形態の変動は一定の規則性を持ち, おおよそ図－に
示されている軌道を描くに至ったのである｡
第節 新しい軌道の出現 (年代から現在)
 東アジアの国際的生産・流通ネットワーク
東アジアの経済統合が実物面で進んだ理由のつは, 東アジアの国際的生産・流通ネットワー
クの急速な発展にある｡ ここでは, この因果関係について検討することにしよう｡
東アジアには, 経済発展段階の異なる国々が多く存在していることから, 外資系企業は東ア
ジア域内において生産要素価格や人的資本の多様性を活用してフラグメンテーションを実行で
きた｡ 日本をはじめとする先進国企業は域内の広範囲にわたって生産拠点を設立し, 関連企業
を含めた生産・流通ネットワークを形成していった｡ 受入国側もそのネットワークの形成を後
押しした｡ 年代後半から年代前半にかけて, 	
	の主要国と中国の開発戦略が
輸入代替工業化政策から輸出志向工業化政策に切り替わった｡ このことに伴い, これらの国々
は, 輸出競争力を持つや直接投資を開発戦略に活用するべく, それらを積極的に誘致した｡
また, その一環として, 受入国は輸送や通信などのインフラ整備を進めた｡ このことは, 生産・
流通ネットワークの効率性の上昇を招き, そのネットワークに属する企業の輸出 (国際) 競争
力の強化に寄与したと考えられる｡
以上のような流れで, フラグメンテーションの活発化が起こり, 東アジアの国際的生産・流
通ネットワークが急速に形成されていった｡ 安藤 [] によると, 東アジアの国際的生産・
渡 辺 正
――
流通ネットワークは, 一般機械, 電気機械, 輸送機械, 精密機械を含む機械産業を中心とした
ものであり, 次のような特徴を持つ｡ 第に, その存在を無視して東アジアの製造業活動や国
際貿易パターンを語ることができないほど, すでに東アジア各国の経済活動の大きな部分を占
めている｡ 第に, 域内の所得水準の異なる数多くの国々によって構成されており, 特定国間,
例えば地理的に隣接した先進国と途上国の間の生産ネットワークとは異なる｡ 第に, さまざ
まな国籍の企業を巻き込み, 企業内取引はもとより, 多国籍企業や地場系企業の間での企業間
取引を含む形で展開されている｡
東アジアの国際的生産・流通ネットワークの形成を示唆するものとして, 東アジア域内にお
ける機械貿易の急速な増加をあげることができる｡ 表－は, 東アジアにおける域内・域外
輸出の貿易量と比率が, 年から年にかけてどのように変化したのかを示すものであ
る｡ この表を見ると, どの項目においても, 域内外の貿易額と域内比率は増加しているものの,
域外比率は減少していることを読み取れる｡ そして, 注目するべきポイントは, 機械部品と機
械完成品の域内比率の上昇幅が全商品のそれを大きく上回っており, 機械貿易が域内で急速に
拡大しているところである｡ 特に, 機械部品の域内比率は大幅に上昇し, ％を超えるまでに
フラグメンテーションの軌道とその変遷
――
表－ 東アジアにおける域内・域外輸出の推移
年 年
貿易額
(万	＄)
比率
(％)
貿易額
(万	＄)
比率
(％)
機械部品
域内 
   
域外  
  


(アメリカ) (
) () () (
)
機械完成品
域内   
 
域外   
 


(アメリカ) () () () (
)
全商品
域内 
   


域外 
  
 
(アメリカ) (
) (
) (
) ()
注意 東アジアは日本, 中国, 	
(インドネシア, マレーシア,
フィリピン, タイ), (韓国, 香港, シンガポール)を指
す｡ ただし, データに制約があることから, ①東アジアに台湾
が含まれていない, ②年の中国のデータと年の香港
のデータが 年の域内貿易量の計算に使用されている,
③フィリピンのデータが域内貿易量の計算に含まれていない｡
出所 [] の !を抜粋｡
達している｡ これらのことは, 機械部品をはじめとする機械貿易にとって, 域外よりも域内の
重要性が高まっていることを明確に示している｡ また, 域外において, アメリカ市場は高い比
率を依然として保持しているものの, その相対的重要性は低下していることを見て取れる｡
これまで見てきたように, 東アジアの国際的生産・流通ネットワークの急速な発展は, 機械
産業を中心とする企業活動が東アジア域内で活発化したことを意味する｡ すなわち, すべての
財, 生産要素, 技術などが東アジア域内をこれまでよりも盛んに移動するようになったと考え
られる｡ これらのことを通じて, 東アジアの経済統合が実物面で進んだといえる｡
 集積間の分業ネットワーク
東アジアの国際的生産・流通ネットワークが形成される過程で, 産業や企業が一定の地理的
範囲に集積した後, 個別集積間で連携が起こるという集積間の分業ネットワークが誕生した｡
例えば, ある集積で部品を調達し, 別の集積で組立てるというものである｡ ここでは, 集積間
の分業ネットワークの形成も東アジアの経済統合を実物面で進めることについて検討すること
にしよう｡
東アジアで活発化したフラグメンテーションは, 平たくいうと, を分散立地させるもの
である｡ ただし, 分散立地といっても, 実際にはが相対的に低いところに集中する形で,
は立地している (木村 [])｡ このようにして集積ができると, 他の集積とつながる交
通手段がさらに発達し, が一層低下することを通じて, 個別の集積が拡大するだけでなく
個別集積間のつながりができると考えられる)｡ 異なる個別集積間に属する企業, 産業間に
連関が存在する場合には, 個別集積間の分業ネットワークが強化されうる (通商産業省 [		
])｡
そして, 集積間の分業ネットワークが形成されると, 集積間の競争と協調から生産の効率性が
上昇すると考えられる｡ このことは, 集積に属する企業の国際競争力を強化することにつなが
る｡ したがって, 企業にとっては, 集積間の分業ネットワークの中に入り込んで経済活動を行
うことが, グローバル経済における競争を勝ち抜くうえできわめて重要になっている｡
東アジアにおける集積間の分業ネットワークの事例としては, 以下のようなものをあげるこ
渡 辺 正
―	―
) 朽木 [
] によると, 実際に, 中国の広州市とベトナムのハノイが, 年に高速道路により
時間で結ばれたり, タイでバンコク新国際空港が年に成田空港の三倍の規模で開港したりしてい
る｡ 広州市とバンコクは自動車産業, ハノイは電気・電子産業, の集積地域である｡ また, アジアで
は交通網の整備が現在進行中であったり, 計画中であったりするものもある｡ これらの交通網の整備
はいずれも, 何らかの形で集積地域へのアクセス改善に寄与するものである｡ 以上のことから, アジ
アでは集積地域周辺のインフラが着実に整備されつつあると考えられ, 集積間の分業ネットワークが
今後さらに誕生したり強化されたりする可能性があるといえる｡
とができる｡ 朽木 [] は, トヨタ関連企業が中国の広州市とその周辺に多数進出している)
ことから, 広州で形成された自動車産業の集積と名古屋の自動車産業の集積とが連携している
ことを指摘している｡ そして, このような集積間の連携をできるだけ多く持つことが, 日本の
地域・産業集積の生き残りを左右するほどに重要であると述べている｡ 岡本 [] は, 集積が
	の域内でお互いに緊密に連携し合っている可能性を次のように指摘している｡ 世紀
開始時点では, 日本の電機・電子産業のうち, 製造事業所はインドネシア, マレーシア, タイ
に集積し, 研究開発, 地域統括, 金融法人はシンガポールに主に集積している (表
－)｡ この
ことから, 	ではシンガポールを中心として, 域内分業と相互の連携の緊密化が起こっ
ていると類推される｡
これまで見てきたように, 東アジアで形成されている集積間の分業ネットワークは, 東アジ
ア域内での経済活動の結びつきを強めるものであることから, 東アジアの国際的生産・流通ネッ
トワークによって進展した事実上の経済統合をさらに推進するものであると考えられる｡
 東アジア地域主義の台頭と新しい軌道の出現
東アジアでは, これまで見てきた実物面の経済統合と比較して, 制度面のそれが遅れている
と考えられていた｡ 実際に, 年以前の東アジアでは, 	自由貿易地域 () 以
外にが存在しなった｡ ところが, 年代に入って, 東アジアの経済統合は制度面でも
急速に進展した｡ このことを象徴するのが, 東アジア域内での締結数の急増である｡
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表－ 地域における電機･電子分野の日系企業の集積状況 (	年末現在)
民生用
電機電子
産業用
電機電子
部品企業 開発拠点  金融
	地域      
シンガポール      
インドネシア      
マレーシア 
 
    
フィリピン   
  
 
タイ 
 
  
  
注意) 表中の数字は海外法人数を表している｡
)は !"の略語である｡
出所岡本 [] の第－表を抜粋｡
) 朽木 [] の表－－によると, 

社のトヨタ関連企業が広州に進出している｡ なお, 広州に
は, ホンダや日産の関連企業も数多く進出している｡
表－は＋諸国間のの取組状況を示している	)｡ この表からつの特徴
を読みとることができる｡ 第	に, 東アジアにおける二国間あるいは複数国間のを通じ
た地域経済統合は, 世界のそれに遅れをとっていたものの, 
年代に入って急速に進展し
ている｡ そして, 最近では, 数多くのが署名済み, 交渉中, あるいは少なくとも検討中・
協議準備中となっている｡ 第
に, 浅いに留まることなく, 物品・投資・サービスの全
分野を包括した協定, あるいはの締結に向けた取り組みがなされているとともに, 東ア
ジア地域を超えてオーストラリア, ニュージーランド, インドを巻き込んだ網が形成さ
れている	)｡ すなわち, 協定の深化と広域化が同時並行で起こっている｡ 第に, 経済規模
が大きい日本, 中国, 韓国の間で, の締結に向けた動きが遅々としている中,
＋諸国間の網は をハブとして形成されている｡ 
	年の		月の時
点で, がと全プラス諸国の間で署名あるいは発効されている｡
これまでの論議から, 東アジアの経済統合は
年以降に実物面と制度面の両方で進んで
いると評価できる｡ そして, このことが現在の東アジア地域主義の台頭に結びついている｡ こ
こでの東アジア地域主義とは, 東アジア地域を単位として, 経済的な結びつきが強まっていく
過程を意味する｡ 具体的にいうと, 実物面で東アジアの国際的生産・流通ネットワークと集積
の分業ネットワークが形成され発展しつつあることと, 制度面で東アジアにおける二国間ある
いは複数国間でやの締結数が急増していることにより, 域内での経済的な結びつ
きが強まっていることが東アジア地域主義である｡ 東アジア地域主義の台頭は, 前節で見たフ
ラグメンテーションの軌道にどのような影響を与えたのだろうか｡
東アジア地域主義の台頭を通じて, がいっそう引き下げられるとともに, 貿易・投資環
境が東アジア域内の広範囲にわたって整備された｡ その結果, の立地選択の自由度が増し
たり, 企業間取引の多様な契約形態が許容されたりするようになった｡ これらのことを受けて,
外資系企業は競争力を持つコア・コンピタンスに経営資源を集中し, それ以外の業務やに
ついては積極的にアウトソーシングするという戦略をとるようになった	)｡ このアウトソー
シングを主に受託したのは, 集積に属する企業であった｡ 見方をかえると, アウトソーシング
は集積に属する企業を目がけて行われた｡ 木村 [
] によると, 日本企業の下請制度, 台湾
渡 辺 正
―
―
	) ＋とは, 東南アジア諸国連合 () に日本, 中国, 韓国, オーストラリア, ニュー
ジーランド, インドのカ国を加えたものである｡ なお, この段落の論議は, 経済産業省 [
	] と安
藤 [
		] に依拠するところが大きい｡
	) また, は
	年までの ｢共同体｣ の完成に向けた努力を続けている｡
	) 需要の多様化や急速な変化が起こりうる経済状況下では, 固定的な企業資産を所有するリスクは非
常に高い｡ このリスクを回避する	つの方法としても, アウトソーシングは有効であった｡
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こ
の
表
は


年

月
時
点
の
も
の
で
あ
る
｡
◎
は
署
名
あ
る
い
は
発
効
済
み
,
○
は
交
渉
中
あ
る
い
は
交
渉
開
始
,
△
は
検
討
中
を
意
味
す
る
｡
発
効
済
み



に
つ
い
て
は
発
効
年
を
記
載
し
て
い
る
｡
年
の
後
ろ
に
あ
る

‐

の
マ
ー
ク
は
,
一
部
の





諸
国
の
み
で
発
効
済
み
で
あ
る
こ
と
を
指
す
｡
一
部
の



に
つ
い
て
は
,
モ
ノ
の
貿
易
に
つ
い
て
の
進
捗
状
況
で
あ
り
,
当
該



が
署
名
あ
る
い
は
発
効
済
み
に
な
っ
て
い
て
も
,
投
資
や
サ
ー
ビ
ス
な
ど
の
他
の
分
野
で
の
交
渉
は
引
き
続
き
行
わ
れ
て
い
る
こ
と
も
あ
る
｡





諸
国
の
カ
ッ
コ
内
の
数
値
は










メ
ン
バ
ー
に
な
っ
た
年
を
表
し
て
い
る
｡


	
は
カ
ン
ボ
ジ
ア
,
ラ
オ
ス
,
ミ
ャ
ン
マ
ー
の
こ
と
で
あ
る
｡
出
所


安
藤
[

]
の
第
－

表
を
引
用
｡
企業のサブコントラクティング, 香港企業の委託加工方式などのさまざまなプロトタイプを基
に, 多様なが展開された｡ また, アウトソーシングを受託する企業も東アジアに
活躍の場を求め, 集積地域を中心に東アジアの生産体制を強化した｡ ここでの企業間フラグメ
ンテーションは, 同一の企業国籍の間の取引に留まらず, 地場企業を含め企業国籍を越えて展
開されている (木村 [])｡
以上のようなアウトソーシング (企業間フラグメンテーション)の活発化	)と多様化は前節
で見たフラグメンテーションの軌道を大きく変容させた｡ 輸出加工区の時代には, フラグメン
テーションは, おおよそ図－に示されている順序で進行していた｡ しかしながら, 近年で
は, 国内の生産から国際的・企業内フラグメンテーションと国内・企業間フラグメンテーショ
ンを飛ばして国際的・企業間フラグメンテーションが起こることも珍しくなくなった｡ すなわ
ち, 東アジア地域主義が台頭したことによって, 外資系企業は図－の手順を踏んでフラグ
メンテーションを実行する必要がなくなりつつある｡ これが東アジア地域主義の時代における
フラグメンテーションの新しい軌道である)｡
フラグメンテーションの受入国側からすると, 
をどのようにして誘致し, それらをどの
ようにして集積の形成に結びつけるのか, さらに地場系企業をどのようにして集積や生産のネッ
トワークに入り込ませるのか, といったことが, 自国の経済発展にとって重要な政策課題とな
る｡ 受入国が競って外資系企業を誘致する中で, これらの政策課題を実現するには, 外資系企
業にとって魅力的なビジネス環境が提供されなければならない｡ 受入国が企業を選別できた輸
出加工区の時代とは異なり, 現在は, 受入国が企業に選んでもらう経済状況下にある｡ したがっ
て, 産業や企業を取捨選択して
を受け入れようとしたり, 困難なパフォーマンス) を外
資系企業に課したりするといった機会主義的な政府介入は許されなくなる (木村 [])｡ こ
ういった意味で, 受入国の政府は外資系企業に対してこれまでよりも迎合的にならざるをえな
くなった｡ これらのことを受けて, 外資系企業にレントを選択的に付与するのと引き換えに何
らかのパフォーマンスを要求する従来のやり方では, 外資系企業の動きをうまくコントロール
渡 辺 正
―	―
	) [] には, 日本の製造業のアウトソーシングに関するアンケート調査の結果が掲載さ
れている｡ アウトソーシングについての詳細な統計データを入手することはきわめて困難であるから,
この調査結果は注目に値する｡ これによると, アウトソーシングを行う企業は, 年から年
にかけて国内 (％から％), 海外 (％から％)ともに拡大している｡
) 本稿の論議では取り上げていないものの, アメリカ企業の行動変化および部品・中間財や生産工程
あるいは取引の標準化とオープン化も, 東アジアにおけるフラグメンテーションに大きな影響を及ぼ
したと考えられる｡ これらの影響をふまえて, さらに分析を発展させることが今後の研究課題である｡
) 例えば, 一定比率の輸出, ローカル・コンテント (), 外資出資規制等をあげることが
できる｡
できなくなった｡ この点にレント政策の限界を見出すことができる｡
おわりに
本稿では, レントの役割に着目しながら, フラグメンテーションの取引形態の変動プロセス,
およびフラグメンテーションの軌道について長期的な観点から検討した｡ 本稿の分析から得ら
れた結論は, 以下のようにまとめることができる｡
年代から年代の東アジア諸国において, フラグメンテーションの取引形態の変動
は一定の規則性を持ち, おおよそ図－に示されている軌道を描くに至った｡ この理由は,
この当時のが高かったこと, および地場の中小企業が十分に育っていなかったことから,
外資系企業がフラグメンテーションの取引形態を一段階ずつグレードアップしていかざるを得
なかったことにある｡ また, フラグメンテーションの取引形態が変動する各局面では, 輸出加
工区の企業と現地企業の双方に付与されたレントが重要な役割を果たした｡
年代以降, 東アジアの経済統合が実物面と制度面の両方で進み, 東アジア地域主義が
台頭した｡ これを受けて, アウトソーシングの活発化と多様化が起こったことから, フラグメ
ンテーションの軌道は大きく変容した｡ 輸出加工区の時代と異なり, 近年では, 国内の生産か
らいきなり国際的・企業間フラグメンテーションが起こることも珍しくなくなった｡ すなわち,
東アジア地域主義が台頭したことによって, 外資系企業は図－の手順を踏んでフラグメン
テーションを実行する必要がなくなりつつある｡ これが東アジア地域主義の時代におけるフラ
グメンテーションの新しい軌道である｡ また, 東アジア地域主義の台頭と外資誘致競争の激化
に伴い, フラグメンテーション受入国の政府は, 外資系企業に対してこれまでよりも迎合的に
ならざるをえなくなったことから, 外資系企業にレントを選択的に付与するのと引き換えに何
らかのパフォーマンスを要求する従来のやり方では, 外資系企業の動きをうまくコントロール
できなくなった｡ この点にレント政策の限界を見出すことができる｡
	
本稿の作成に際して, 中村文隆教授 (明治大学) および匿名のレフェリーから有益なコ
メントを頂いた｡ ここに記して感謝の意を表する｡ もちろん, ありうべき誤りはすべて筆者の
責任である｡ また, 本稿を基礎として, 明治大学大学院政治経済学研究科博士学位請求論文の
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